別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名: 児童虐待防止特別対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部 子ども家庭課 児童養護担当　電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：268,911千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


都道府県又は市町村は、国が「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営について（平成２１年３月５日２０文科初第１２７９号・雇児発第０３０５００５号文部科学省初等中等教育局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）」第六次改正において挙げられた次に掲げる①～⑤について、児童虐待防止の緊急対応強化の取組を実施することにより、児童虐待防止対策の緊急的な強化を図る。
【児童虐待防止対策緊急強化事業】
①　児童の安全確認等のための体制強化
児童相談所や市町村において、児童虐待通告のあった児童に係る目視による安全確認の強化を目的とした補助職員の配置を行う。
②　児童虐待防止対策強化のための広報啓発
都道府県・市町村において、児童虐待等の通告先の周知や児童虐待に対する意識啓発など児童虐待防止対策を強化するための広報啓発を行う。
③　児童虐待防止対策強化のための資質向上
児童相談所職員（一時保護所職員を含む。）や市町村職員（児童家庭相談を担当する者、乳児家庭全戸訪問事業又は養育支援訪問事業の訪問者、要保護児童対策地域協議会の構成員）等の資質の向上や児童虐待通告のあった児童に係る安全確認等の実務的な対応の向上を図るための各種研修会や事例検討会等の実施及び参加の促進等を図る。また、資質向上のために活用する実務マニュアル、ＤＶＤなどを作成する。
④　児童相談所・市町村の体制強化のための環境改善
ア　児童相談所（一時保護所を含む。）・市町村の体制強化のために必要な備品や一時保護児童の処遇に必要な備品の整備及び改善等を図る。
イ　児童相談所（一時保護所を含む。）内の改修や備品（カーペット敷、面談机、椅子、ロッカー等）等の改善を図る。
ウ　児童相談所（一時保護所を含む。）において、効率的かつ円滑な事務処理が可能となるよう、児童等の指導記録作成のために必要なパソコン、プリンター等の更新やシステム環境の構築等を図る。
エ　児童相談所において安全確認等を実施する際に必要な備品（車輌の購入等、ビデオカメラ、ビデオデッキ、カメラ、ＩＣレコーダー、耐刃防護衣、安全靴等）の整備を図る。
オ　市町村において実施する乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）及び養育支援訪問事業等の実施に必要な訪問用の電動アシスト自転車や乳児体重計・体重台等の整備を図る。
⑤　児童虐待防止緊急対応強化の取組
地域における児童虐待防止の対応を緊急に強化するための創意工夫に満ちた取組を行う。
【児童虐待防止特別対策事業】
（１）児童虐待防止特別対策事業費（任意）

　　児童虐待防止対策強化のための広報啓発や資質向上に要する経費

・子ども相談センター２４時間虐待通報ダイヤル開設
・映画館における児童虐待防止ＣＭ上映
　　・パチンコ店での児童虐待防止活動実施 
・子ども相談センターの資質向上のための研修の実施
・家族再統合・自立支援事業
・里親への研修事業の実施
・関係機関への研修事業の実施
・子ども相談センター特別相談日の開設
・児童虐待対応サポート体制強化
　　
（２）児童虐待防止特別対策事業費補助金（単補）

　　児童虐待防止対策強化のための市町村等の資質向上や環境改善に要する経費

・市町村における児童虐待対応専門職の設置への支援
・市町村における児童虐待防止啓発事業への支援
・市町村における職員等の資質向上のための研修への支援
・市町村における体制強化のための環境改善への支援
・市町村に創意工夫による児童虐待防止緊急対応強化事業への支援　
（３）児童虐待防止特別対策事業費（施設整備費）（単建）

・県の体制強化のための環境改善の実施
	２　所要経費


（１）児童虐待防止特別対策事業費（任意）　　　　　　　 42,926千円
（２）児童虐待防止特別対策事業費補助金（単補）　　　　164,514千円

（３）児童虐待防止特別対策事業費（施設整備費）（単建） 61,471千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
地域と一体となって、犯罪や暴力、事故の撲滅・防止を図り、安心して暮らせる地域をつくります。
	２　これまでの取組状況


子ども相談センターを中心にして、虐待の発生予防から早期発見・早期対応、そして子どもの自立に至るまでの切れ目のない総合的な支援を進めており、主には児童虐待の通告に関する県民への周知をはじめ、１１月の児童虐待防止推進月間を中心とした児童虐待防止に関する広報啓発、市町村等の関係機関との連携強化、市町村・子ども相談センター職員の資質向上のための研修等を実施している。
	３　これまでの取組に対する評価


児童虐待に対応するため、関係機関の連携を強化しているが、平成２１年度における岐阜県子ども相談センターが対応した児童虐待対応件数は４５０件、県内市町村が対応した児童虐待対応件数は５００件と、依然として高い水準となっている。

そのため、より効果的な児童虐待防止対策を図るため、地域住民に対し、児童虐待に関する通告の周知を一層行うとともに、関係機関における児童相談体制の強化を図っていく。

	決定額の考え方


　・子ども相談センター２４時間虐待通報ダイヤル開設については、県で実施する他の

２４時間相談窓口の運営に要する経費などを参考に積算した額とします。
　・県の体制強化のための環境改善については、子ども相談センターに配備する公用車

２台分については、過去に購入された公用車の実績等に基づき積算した額とします。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	 0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	268,911
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	268,911

	決定額
	259,359
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	259,359
































